
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　Ａ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２８年４月１日現在の人数である。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準
　　　　　　を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
　　　　　　したものである。
　　　　　３　平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置
　　　　　　が無いとした場合の値である。

％　

8,689,209 1,275,788

区分

人件費

　　　　　　Ｂ

14.5

841,740 5,51373,169570,818

（参考）類似団体平均

 一人当たり給与費

千円　

 一人当たり

 給与費　Ｂ／Ａ

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

人　

12,497

人　

160

％　

区分 歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（Ｈ29.1.1）

14.7

千円　 千円　 千円　

437,505

計　　　Ｂ　

千円　 千円　

5,261

期末・勤勉手当

千円　

197,761

千円　千円　

職員手当給　 料

職員数

２８年度

２８年度

２７年度の人件費率

平成２９年度　朝日町の給与・定員管理等について

（参考）

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費率実質収支

（Ｈ29）

94.4

(Ｈ29)

96.3

（Ｈ29）

96.4

(Ｈ26)

94.8

(Ｈ26)

96.6

（Ｈ26）

95.6

(Ｈ27)

92.4

(Ｈ27)

96.5
（Ｈ27）

95.8

(Ｈ28)

93.1

(Ｈ28）

96.2

（Ｈ28）

96.3

90

95

100

朝日町 類似団体平均 全国町村平均
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①　給料表の見直し

[　実施　　未実施　]

実施内容

（給料表の改定実施時期）　平成平成２８年４月１日

　　　　　

②　その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２９年４月１日現在）

 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

 ②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している
 　　　 （平成２６～２８年の３ヶ年平均）
      ２　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点にお
　　　　いて完全に一致しているものではない。
　　　３　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を
　　　　12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前
　　　　年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

平均給与月額
（国ベース）

254,207 268,698 256,178

48.3 6 239,000 241,067

区分

朝日町

うち学校給食員

51.3 15

平均年齢 職員数

239,000

54.2 2

285,461

平均給料月額

うち自動車運転手

その他の技能労務職

333,200

53.1 7 244,700

類似団体

2,722

40

 【概要】　　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給
割
              合の見直し等に取り組むとされている。

286,833

40.2

44.0

　管理職特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。
　（平成２８年４月１日実施）

平均給与月額
（国ベース）

333,542

平均給与月額

富山県

51.3 6

347,153

平均給与月額
（Ａ）

325,466

―

302,463

平均給料月額平均年齢

323,528

国

419,400 341,500

253,200 250,414

303,110

410,719

348,169

362,295

312,440

411,621

民間（Ｄ）

―

4,024,404

6,548,800

3,299,600

2,996,000

0.96

2.02

区分

41.1

43.6

301,655

330,531

294,617朝日町

参考

区分平均給与月額
（Ｂ）

民　　　間

58.3

50.6

朝日町― ―

平均年齢

―

1.22

2.19

うち学校給食員

うち自動車運転手

―

調理士

自家用乗用
自動車運転者

―

43.1

55.1

250,300

207,300

―

（内容）　　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。
　　　　　　 激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

295,253

Ａ/Ｂ

富山県

国

類似団体

参　　考

328,360

293,383

Ｃ/Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ）
区分

―
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２９年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　朝日町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

8

7

7.9

6.9６　　級

254,700219,600

４　　級

２　　級

５　　級

課長

課長代理

課長、主幹

22

高　校　卒

区　　分 標準的な職務内容

主事

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

職員数 構成比

141,60016 15.9

技能労務職

１　　級 246,600

310,300

341,246

国富　　山　　県

37

高　校　卒

主事

係長、主査、主任

143,500

３　　級

２０年以上２５年未満

307,470

１０年以上１５年未満

264,942

―

区　　　　　分
経　　　験　　　年　　　数

高　校　卒

１５年以上２０年未満

21.8

大　学　卒

303,400

10.911

150,500

―

146,100

―

一般行政職

技能労務職

178,200 184,800 178,200

349,200

380,200

392,200

409,400

191,700

227,900

261,100

287,100

317,700

36.6

区　　　　　分 朝　　日　　町

高　校　卒 146,100

143,500

一般行政職

19,900

大　学　卒

１級 15.9% １級 17.2%
１級 12.4%

２級 21.8% ２級 22.2%

２級 19.1%

３級 36.6% ３級 34.3%

３級 40.5%

４級 10.9% ４級 11.1% ４級 11.2%

５級 7.9% ５級 8.1% ５級 11.2%

６級 6.9% ６級 7.1% ６級 5.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

４　職員の手当の状況（公営企業職員を除く）

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２８年度支給割合） （２８年度支給割合） （２８年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による 　職制上の段階、職務の級等による 　職制上の段階、職務の級等による

　加算措置 　加算措置 　加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

 (２) 退職手当（平成２９年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

支給可能な成績率 支給実績がある成績率

活用予定時期

○ ○ ○ ○

管理職員 一般職員

○ ○

活用予定時期

管理職員 一般職員

ロ　人事評価を実施していない

イ　人事評価を活用している

　上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○

　上位、標準の成績率

　標準、下位の成績率

○ ○

活用している成績率 支給可能な成績率

イ　人事評価を活用している

昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分活用している昇給区分

　標準、下位の区分

　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　上位、標準の区分

支給実績がある成績率

　上位、標準、下位の区分

○

平成２８年４月２日から平成２９年４月１日まで
における運用

（1.45）

朝　　　　　日　　　　　町

34.5825

49.59

1.70

－
1,522

2.60

（1.45）

自己都合 勧奨・定年 自己都合

2.60

期末手当

（0.80）（0.80）（0.80）

1.70

国

勧奨・定年

勤勉手当 勤勉手当

1.70

（1.45）

期末手当 勤勉手当

1,181

１人当たり平均支給額（２８年度）

29.145

25.5562520.445

49.59

29.145

25.55625

49.59

49.59

8,512

20.445

49.59

富　　　山　　　県

2.60

41.325

49.59

34.5825

41.325

平成２８年度中における運用

期末手当

　標準の成績率のみ（一律）

朝　　　日　　　町 国

１人当たり平均支給額（２８年度）
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 (３) 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (４) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

手当の名称 主な支給対象職員

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

支給実績（２８年度決算）

41,618支給実績（２７年度決算）

40,497

299

272

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

獣類死骸処理業務従事職
員の特殊勤務手当

職員

支給実績（２８年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２８年度）

手当の種類（手当数）

行旅病人、行旅死亡人取
扱作業従事職員の特殊勤
務手当

職員

自動車運転業務従事職員
の特殊勤務手当

自動車運転業務に
従事する職員

用地交渉業務従事職員の
特殊勤務手当

町長が定める公署
に勤務する職員

0 千円
行旅病人  日額750円
行旅死亡人
　　　　　　　日額1,000円

6 千円 日額400円

7 千円 日額800円

訪問徴収業務等従事職員
の特殊勤務手当

職員

伝染病防疫作業従事職員
の特殊勤務手当

職員

精神衛生業務従事職員の
特殊勤務手当

精神衛生業務に従
事する職員

20 千円 日額400円

64

2,658

13.3

7

主な支給対象業務

訪問徴収業務及び滞納処分業
務

伝染病防疫作業

精神障害者の診察、鑑定の立
会い、保護収容または訪問指
導の業務

行旅病人、行旅死亡人の取扱

特殊自動車の運転業務

用地の取得及び物件の移転の
ために直接その交渉に従事

獣類の死骸処理業務

支給実績
（２８年度決算）

左記職員に対する支給単価

31 千円
訪問徴収業務　日額300円
滞納処分業務　日額500円

0 千円 日額750円

0 千円 日額500円
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 (５) その他の手当（平成２９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
　　　（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

（参考）類似団体における最高／最低額

288,000

（１期の手当額）

1620万円町 長

議 長

670,000円×在職月数×280/100÷12

3.25

306,000

　　（２８年度支給割合）

288,000

553,000

　　（算定方式）

680,000

　　（２８年度支給割合）

副 町 長

任期毎 

任期毎 750.4万円

（支給時期）

810,000円×在職月数×500/100÷12

306,000

512,000

247,000

846,000810,000

区 分

町 長
給
料

670,000

国の制
国の制度と
異なる内容

宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した場合に
支給
　4,200円

同じ

報
酬

議 員

副 議 長

議 長

3.25

354,000

副 議 長

354,000

退
職
手
当

期
末
手
当

備 考

町 長

副 町 長

議 員

給 料 月 額 等

175,000

193,000

副 町 長

支給実績
（２８年度決算）

支給職員１人当たり

手当名 内容及び支給単価 度との 平均支給年額
異同　 （２８年度決算）

扶養手当

（1）配偶者　10,000円
（2）配偶者以外
　①6,500円
　　（配偶者がいない場合は、そのうち１人について9,000円）

　　　子は8,000円
　　　　　（配偶者がいない場合は、そのうち１人について10,000円）

　②満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの
　　　間にある子１人につき、 5,000円を加算

同じ ― 8,913 千円 15,475

― 4,175 千円 3,061

住居手当

借家等に家賃を支払っている職員に支給
（１）家賃23,000円以下の場合
      家賃－12,000円
（２）家賃23,000円を超える場合
      11,000円＋(家賃－23,000円)／2
　  　（最高限度額　27,000円）

同じ ― 4,353 千円 20,152

通勤手当

（1）交通機関利用職員
　 ６箇月定期券等の価額による一括支給
　 全額支給限度額　１箇月当たり 55,000円
（2）自動車等使用職員
　 距離段階区分に応じ2,000円～31,600円

同じ ― 6,064 千円 4,636

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に当該職の区分
に応じて定額を支給

同じ ― 8,976 千円 49,869
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６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は、教育長、臨時又は嘱託職員を除く一般正職員である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

 (2) 年齢別職員構成の状況（平成２９年４月１日現在）

　

4

4

△ 1

45

146

教育部門

162

[   　　　］

事務事業の見直し

2

8

6

国民健康保険

145

3

2

4

下水道

小　　計

10

小　　計 160

3

324

農林水産

事務事業の見直し

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門 その他（介護等）

総務・税務

3

44 △ 1

2

6

10

議会

　　　　　　　　　　　　 区　　分

　部　　門

対前年
増減数

事務事業の見直し

合　　計
[           406  ］
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専門職員の増
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普
通
会
計
部
門

主な増減理由

事務事業の見直し

＜参考＞
人口１万人当たり職員数　116.83人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　83.79人）

平成２８年

9

4
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職　　　員　　　数

平成２９年

商工

1

簡易水道

2

75 77
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10

＜参考＞
人口１万人当たり職員数　265.77人

＜参考＞
人口１万人当たり職員数　129.63人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　102.24人）

△ 2
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 (3) 職員数の推移

（単位：人・%）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

 (1) 厚生制度

　職員の勤務能率の向上や健康管理などを目的として厚生事業を実施している。

 (2) 共済制度

　短期給付事業・・・組合員とその家族の病気・けが・出産に対して必要な給付を行なうもの

　長期給付事業・・・組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行なうもの

　福祉事業　　・・・組合員とその家族の健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付などを

　　　　　　　　　　行なうもの

　職員の共済組合制度は、地方公務員等共済法に基づき、組合員（職員）とその家族の生活の安定と福祉の
向上を図り、職務の能率的運営に資することを目的として富山県市町村共済組合が事業を実施している。

6.0%

▲ 27.3%

▲ 100.0%

▲ 10.8%

▲ 2.4%

▲ 6.9%

過去5年間の増加率
（率）

２８年度実績等

　２９３名

　３１３千円職員サークル活動助成（１団体）

冠婚葬祭等に係る給付

定期健康診断（全職員）

（４０歳以上全職員及び３９歳以下希望者）

２９年２８年２７年２５年

内　　　　　容

195

公営企業等会計 166

一般行政

～

計

48歳 52歳

２６年

21

176

～ ～

名　　称

361 335

175

336

△ 24

176 173 174

158

22

329 336

0

△ 61620

△ 21

156

18

0

△ 4160 156 162

0

158

9

00

154 154

33242323 29

27歳

44 35

人

14

人

48

35歳

人

39歳 以上

人

59歳

人 人

福利厚生事業

149

45

生活習慣病検診

20歳 32歳

決算額

60歳

インフルエンザ予防接種助成 　　５０千円

及び文化レクリエーシ

職員数
3

人 人 人

333

22

事業概要・対象者

総合計

24

40

ョン等の福利厚生事業

40歳

区　分

未満

～

23歳

28歳

43歳

～ ～

47歳

人

55歳51歳

人

～～

44歳36歳

　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

人

31歳

全職員

普通会計計

24

56歳20歳 24歳

教　　育

消　　防

～ ～

定期健康診断

159

２４年

155

△ 25

人
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８　公営企業職員の状況

 (1) 病院事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　Ａ

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２８年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（28年度支給割合） （26年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

１人当たり平均支給額（28年度） １人当たり平均支給額（28年度）

（1.45） （0.80） （1.45） （0.80）

病　　院　　事　　業 一　般　行　政　職

1,319 1,247

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 1.70 2.60 1.70

一般行政職 36.0 270,564 435,614

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

医　師　職 50.8 524,427 1,488,406

医療技術職 37.0 275,316 454,099

看　護　職 41.7 299,383 468,859

区分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費  一人当たり （参考）市町村平均

％　

める職員給与費比率　

千円　

142

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　Ｂ　  給与費　Ｂ／Ａ

6,208 6,848

 一人当たり給与費

28年度
人　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

519,544 168,570 193,416 881,530

28年度
千円　 千円　 千円　 ％　

2,824,863 △ 65,689 1,194,041 42.3 41.3

総費用に占める （参考）　　　　　　　

質収支　　　 職員給与費比率 ２７年度の総費用に占

Ａ　

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費

Ｂ　 Ｂ／Ａ　

9



イ　退職手当（平成２８年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

千円

　円

　％

病　　院　　事　　業 一　般　行　政　職

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59

3,430 8,512

25.55625

29.145 29.14534.5825 34.5825

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支給実績（28年度決算） 45,795

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 398,219

職員全体に占める手当支給職員の割合（28年度） 81.0

手当の種類（手当数） 7

20.445 25.55625 20.445

夜間看護業務等従事職員
の特殊勤務手当

18,621 千円

勤務時間が深夜の全部
を含む勤務
　　1回　6,800円

深夜勤務時間４時間
以上
　　１回　3,800円

深夜勤務時間２時間
以上４時間未満
　　１回　3,400円

深夜勤務時間２時間
未満
　　１回　2,500円

手当の名称
支給実績

（２８年度決算）
左記職員に対する支給単価

訪問徴収業務等従事職員
の特殊勤務手当

12 千円
訪問徴収業務　日額300円
滞納処分業務　日額500円

医療業務等従事職員の特
殊勤務手当

26,501 千円

勤務１月につき300,000
円を超えない範囲内に
おいて町長が定める

危険検体検査業務従事職
員の特殊勤務手当

111 千円 日額230円

自動車運転業務従事職員
の特殊勤務手当

1 千円 日額400円

主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員
訪問徴収業務及び滞納処
分業務

医療職給料表の適用を
受ける職員のうち町長の
指定する職員で、医療
及び公衆衛生業務に従
事した職員

医療及び公衆衛生業務

診療エックス線技師又
はエックス線助手

エックス線その他の放射線を
人体に対して照射する作業

病院の結核病棟又は伝
染病棟に勤務する看護
師又は看護補助職員

患者の看護業務

助産師、看護師若しくは
准看護師又は町長がこ
れらに準ずると認める職
員

正規の勤務時間による勤務
の一部又は全部が深夜にお
いて行われる看護等の業務

衛生検査技師
ふん便またはかくたんを被
検物とする試験検査業務

職員 特殊自動車運転業務

放射線取扱作業従事職員
の特殊勤務手当

418 千円 日額230円

結核病棟及び伝染病棟業
務従事職員の特殊勤務手
当

131 千円 日額230円
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エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（平成２９年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円宿日直手当 26,753

支給実績（２７年度決算） 19,903

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） 167

管理職手当 12,435

夜勤手当

4,503

通勤手当 6,147

8,036

住居手当

扶養手当 8,012

初任給調
整手当

45,827

一般行政 一般行政職の
支給実績

（２８年度決算）

宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した
場合に支給
　医師　　　20,000円
　看護師等　 7,200円

同じ ―

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算） 173

支給実績（２８年度決算） 18,870

手当名

支給職員１人当たり

内容及び支給単価 職の制度 制度と異なる 平均支給年額
との異同 内容　　　　 （２８年度決算）

医師、薬剤師、看護師で新たに採用された職員
には、資格免許取得の経過期間に応じて支給す
る。
（1）医師　　  月額413,300円
（2）薬剤師　 月額 30,000円
（3）看護師 　月額 20,000円

― ― 千円 1,636,681

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前
５時までの間に勤務した職員に支給
　１時間当たりの給与額×0.25×時間数

同じ ― 千円 138,545

356,715

（1）配偶者　10,000円
（2）配偶者以外
　①6,500円
　　（配偶者がいない場合は、そのうち１人について9,000円）

　　　子は8,000円
　　　　　（配偶者がいない場合は、そのうち１人について10,000円）

　②満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの
　　　間にある子１人につき、 5,000円を加算

同じ ― 千円 210,847

借家等に家賃を支払っている職員に支給
（１）家賃23,000円以下の場合
      家賃－12,000円
（２）家賃23,000円を超える場合
      11,000円＋(家賃－23,000円)／2
　  　（最高限度額　27,000円）

同じ ― 千円 281,448

（1）交通機関利用職員
　 ６箇月定期券等の価額による一括支給
　 全額支給限度額　１箇月当たり 55,000円
（2）自動車等使用職員
　 距離段階区分に応じ2,000円～31,600円

同じ ― 千円 62,089

管理又は監督の地位にある職員に当該職の区分
に応じて定額を支給

同じ ― 千円 592,140

千円
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